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ライフプランを考えるときに知っておきたい話題を取り上げて解説します

新
た
な
仕
組
み
の
背
景

 
　

少
子
高
齢
化
が
進
み
、
生
産
年
齢
人
口
が
減
少

す
る
中
、
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
複
雑
・
高

度
化
す
る
行
政
課
題
へ
の
的
確
な
対
応
な
ど
の
観

点
か
ら
、
能
力
と
意
欲
の
あ
る
高
齢
期
の
職
員
を

最
大
限
活
用
し
つ
つ
、
次
の
世
代
に
そ
の
知
識
、

技
術
、
経
験
な
ど
を
継
承
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
こ
う
し
た
組
織
と
し
て
の
事
情
に

と
ど
ま
ら
ず
、
そ
れ
ぞ
れ
の
職
員
に
対
し
て
、
高
齢

期
に
お
け
る
多
様
な
職
業
生
活
設
計
を
支
援
し
て

い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
国
家
公
務
員
に
つ
い
て
、
定
年
が

段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
諸
々
の
制
度
が
整
え

ら
れ
る
こ
と
と
歩
調
を
合
わ
せ
て
、
地
方
公
務
員

に
つ
い
て
も
、
同
様
の
仕
組
み
が
設
け
ら
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

定
年
の
引
上
げ
と
職
員
の
給
与

（
条
例
改
正
に
よ
る
対
応
）

　

地
方
公
務
員
の
定
年
は
、
国
家
公
務
員
の
定
年

を
基
準
と
し
て
条
例
で
定
め
る
も
の
と
さ
れ
て
お

り
、
こ
の
点
は
今
回
改
正
さ
れ
て
お
り
ま
せ
ん
。

た
だ
、
基
準
と
す
べ
き
国
家
公
務
員
の
定
年
が
階

段
状
に
引
き
上
が
っ
て
い
く
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の

地
方
公
共
団
体
で
は
、
令
和
５
年
度
か
ら
２
年
に

１
歳
ず
つ
65
歳
ま
で
、
定
年
を
段
階
的
に
引
き
上

げ
る
条
例
改
正
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
定
年
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
よ

り
、
新
た
に
60
歳
を
超
え
る
職
員
の
給
与
、
退
職

手
当
を
ど
の
よ
う
に
定
め
る
か
と
い
う
問
題
が
出

て
き
ま
す
。
こ
ち
ら
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
方
公
共

団
体
が
条
例
で
定
め
る
わ
け
で
す
が
、
国
家
公
務

員
の
取
扱
い
を
踏
ま
え
る
と
、
給
与
水
準
に
つ
い

て
は
、
基
本
的
に
、
60
歳
到
達
直
前
の
７
割
に
設

定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
国
家
公
務
員
に
お
け

る
７
割
は
、
法
律
で
固
ま
っ
た
数
値
で
あ
り
動
か

せ
ま
せ
ん
。
地
方
公
務
員
に
お
い
て
も
、
こ
れ
に

準
じ
て
考
え
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

退
職
手
当
に
つ
い
て
は
、
60
歳
以
後
で
定
年
に

達
す
る
前
に
退
職
す
る
職
員
が
出
て
き
ま
す
が
、

こ
れ
ま
で
に
比
べ
て
不
利
と
な
ら
な
い
よ
う
、
定
年

退
職
扱
い
で
算
定
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
給
料
月
額

を
７
割
に
と
ど
め
る
措
置
に
伴
う
不
利
を
避
け
る

た
め
、
退
職
手
当
の
算
定
に
際
し
て
は
、
ピ
ー
ク
時

「
改
正
地
方
公
務
員
法
」
に
よ
る

定
年
の
引
上
げ
に
つ
い
て

[ かとう・ちから ]
1969 年生まれ。1992 年自
治省入省。地方自治法改正、
消防組織法改正、地方分権推
進などに携わる。大分県、岩
手県、岡山市などに勤務。本
年7月より現職。

加藤 主税

総務省自治行政局
公務員部 公務員課長

の
給
料
月
額
を
用
い
る
特
例
が
設
け
ら
れ
ま
す
。

法
改
正
の
内
容
①

―
役
職
定
年
制
の
導
入

　

定
年
が
引
き
上
げ
ら
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
職
員
が

公
務
に
従
事
す
る
期
間
が
長
く
な
る
中
で
、
組
織

の
新
陳
代
謝
を
確
保
し
、
組
織
活
力
を
維
持
す
る

た
め
、
「
管
理
監
督
職
勤
務
上
限
年
齢
制
」
が
導

入
さ
れ
ま
す
。
や
や
縮
め
て
、
「
役
職
定
年
制
」

と
言
い
習
わ
し
て
い
ま
す
。
平
た
く
い
え
ば
、
上

層
ポ
ス
ト
の
巡
り
を
滞
ら
せ
な
い
こ
と
に
よ
り
、

組
織
に
お
け
る
マ
ン
ネ
リ
を
防
ぎ
、
み
ず
み
ず
し

さ
を
保
つ
と
い
う
こ
と
で
し
ょ
う
か
。

　

役
職
定
年
制
は
、
①
管
理
監
督
職
に
就
い
て
い

る
職
員
に
つ
い
て
、
役
職
定
年
年
齢
に
到
達
し
た

後
（
役
職
定
年
年
齢
に
達
し
た
日
の
翌
日
か
ら
最

初
の
４
月
１
日
ま
で
の
期
間
）
に
、
管
理
監
督
職

以
外
の
職
に
異
動
さ
せ
る
と
と
も
に
、
②
役
職
定

年
年
齢
に
達
し
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
新
た
に

管
理
監
督
職
に
任
命
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
措
置

を
講
ず
る
も
の
で
す
。

　

管
理
監
督
職
の
範
囲
は
、
管
理
職
手
当
を
支
給

さ
れ
る
職
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
職
を
条
例
で
定
め

国家公務員の定年が令和５年度より２年に１歳ずつ段階的に引き上げ。地方
公務員にも同様の仕組みが設けられ、「役職定年制」の導入や 60 歳以降の
多様な働き方のニーズに対応する「定年前再任用短時間勤務制」の創設も。
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る
と
さ
れ
て
お
り
、
役
職
定
年
年
齢
は
60
歳
を
基

本
に
条
例
で
定
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
地
方
公

共
団
体
が
条
例
で
定
め
る
わ
け
で
す
が
、
国
家
公

務
員
の
取
扱
い
を
踏
ま
え
る
必
要
が
あ
る
の
は
、

給
与
や
退
職
手
当
の
場
合
と
同
様
で
す
。
役
職
定

年
制
に
つ
い
て
は
、
職
や
職
員
個
人
に
着
目
し
た

特
例
も
設
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

法
改
正
の
内
容
②

―�

定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
制

の
創
設

　

定
年
が
引
き
上
げ
ら
れ
、
65
歳
ま
で
フ
ル
タ
イ
ム

で
勤
務
す
る
こ
と
が
原
則
と
な
る
中
、
60
歳
以
降

の
職
員
の
多
様
な
働
き
方
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る

た
め
、
60
歳
以
後
に
退
職
し
た
職
員
を
、
本
人
の
意

向
を
踏
ま
え
、
短
時
間
勤
務
の
職
で
再
任
用
で
き

る
よ
う
、
新
た
な
仕
組
み
が
用
意
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
制
」
と
呼
ん
で

い
ま
す
が
、
現
に
あ
る
地
方
公
務
員
の
短
時
間
勤

務
の
再
任
用
制
度
と
類
似
す
る
仕
組
み
で
す
。
勤

務
時
間
や
給
与
の
仕
組
み
は
同
じ
で
す
が
、
職
員

を
中
長
期
的
な
業
務
に
従
事
さ
せ
る
可
能
性
を
広

げ
る
こ
と
、
本
来
な
ら
引
上
げ
後
の
定
年
が
適
用

さ
れ
る
は
ず
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
職
員
の
身
分

の
安
定
性
の
確
保
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
考
慮

し
、
任
期
は
１
年
以
内
の
更
新
制
と
し
な
い
で
、

退
職
せ
ず
に
そ
の
ま
ま
勤
務
し
て
い
た
場
合
の
定

年
退
職
日
に
当
た
る
日
ま
で
（
最
長
５
年
間
）
と

し
て
い
る
点
が
異
な
っ
て
い
ま
す
。

　

定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
制
は
、
定
年
退
職

者
を
採
用
す
る
現
在
の
再
任
用
制
度
と
は
異
な

り
、
職
員
本
人
が
短
時
間
勤
務
を
希
望
す
る
場
合

に
、
本
人
の
意
思
に
の
っ
と
り
、
い
っ
た
ん
退
職

し
た
上
で
、
短
時
間
勤
務
で
採
用
さ
れ
る
仕
組
み

で
あ
り
、
地
方
公
共
団
体
の
側
で
、
職
員
に
対
し

て
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
を
強
要
す
る
よ
う

な
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
あ
く
ま
で
も

職
員
本
人
の
発
意
に
基
づ
く
も
の
で
す
。

　

な
お
、
定
年
引
上
げ
が
完
了
す
れ
ば
、
基
本
的

に
65
歳
ま
で
常
勤
職
員
と
し
て
の
勤
務
が
可
能
と

な
る
こ
と
か
ら
、
現
在
あ
る
再
任
用
制
度
は
廃
止

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
定
年
が
段
階

的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
経
過
期
間
中
に
お
い
て
、

65
歳
の
年
金
受
給
開
始
年
齢
ま
で
の
継
続
的
な
勤

務
を
可
能
と
す
る
た
め
、
現
在
あ
る
再
任
用
制
度

と
同
様
の
仕
組
み
（
暫
定
再
任
用
制
度
）
が
残
る

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
（
次
頁
の
【
表
】
参
照
）
。

法
改
正
の
内
容
③

―
情
報
提
供・意
思
確
認
の
制
度
化

　

こ
れ
ま
で
触
れ
た
よ
う
に
、
今
回
の
改
正
に
伴

い
、
60
歳
以
後
の
職
員
の
勤
務
形
態
が
多
様
に
な

り
、
ま
た
、
そ
の
処
遇
内
容
も
60
歳
ま
で
と
は
大

き
く
異
な
っ
て
き
ま
す
。
こ
う
し
た
点
に
か
ん
が

み
る
と
、
60
歳
以
後
に
勤
務
す
る
前
の
段
階
に
お

い
て
、
60
歳
以
後
の
任
用
・
給
与
・
退
職
手
当
の

制
度
が
ど
う
な
る
の
か
、
職
員
が
十
分
に
認
識

し
、
60
歳
以
後
の
勤
務
の
意
思
（
引
き
続
き
勤
務

す
る
の
か
、
退
職
す
る
の
か
な
ど
）
を
決
定
す
る

こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
こ
の
た
め
、
職
員
に
対
し

て
、
情
報
を
提
供
し
、
意
思
を
確
認
す
る
旨
の
法

律
上
の
手
続
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

地
方
公
共
団
体
の
人
事
当
局
は
、
当
分
の
間
、

職
員
が
60
歳
に
達
す
る
年
度
の
前
年
度
に
、
60
歳

以
後
の
任
用
・
給
与
・
退
職
手
当
な
ど
に
関
す
る

情
報
を
提
供
す
る
も
の
と
し
、
職
員
の
60
歳
以
後

の
勤
務
の
意
思
を
確
認
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
勤
務
に
関
わ
る
意
思
決
定
に
当

た
り
、
重
要
な
要
素
と
な
る
こ
の
よ
う
な
情
報

を
、
わ
か
り
や
す
く
確
実
に
提
供
・
説
明
し
、
職

員
は
十
分
に
理
解
し
、
消
化
し
た
上
で
、
納
得
ず

く
の
決
定
を
す
る
、
こ
れ
が
望
ま
し
い
手
順
で
し

ょ
う
。
い
わ
ば
、
高
齢
期
の
公
務
従
事
に
関
す
る

イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
で
す
。

　

新
し
い
定
年
の
仕
組
み
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
方

公
共
団
体
で
受
け
容
れ
ら
れ
、
定
着
し
て
い
く
た

め
に
は
、
こ
の
手
続
が
期
待
さ
れ
る
よ
う
機
能
す

る
か
ど
う
か
が
鍵
を
握
る
と
言
っ
て
も
い
い
か
も

し
れ
ま
せ
ん
。
条
例
や
規
則
の
整
備
を
経
た
上

で
、
情
報
提
供
・
意
思
確
認
の
手
続
は
、
定
年
引

上
げ
が
始
ま
る
令
和
５
年
度
の
前
年
度
で
あ
る
令

和
４
年
度
中
に
は
開
始
さ
れ
ま
す
。
人
事
当
局
・

職
員
の
皆
さ
ん
双
方
が
真
摯
に
向
き
合
っ
て
ほ
し

い
と
思
い
ま
す
。

　

新
た
な
定
年
制
は
、
地
方
公
共
団
体
の
条
例
の

内
容
如
何
で
、
そ
の
仕
組
み
が
大
き
く
異
な
る
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。
関
係
す
る
地
方
公
共
団
体
の

条
例
整
備
に
注
目
し
て
く
だ
さ
い
。
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令和15年
（2033）

65歳

65歳
（65歳）

65歳
定年
退職

令和14年
（2032）

65歳

65歳
（65歳）

65歳
定年
退職

64歳

令和13年
（2031）

65歳

65歳
（65歳）

65歳
暫再

64歳

63歳

令和12年
（2030）

64歳

65歳
（65歳）

65歳
暫再

64歳
定年
退職

63歳

62歳

令和11年
（2029）

64歳

65歳
（65歳）

65歳
暫再

64歳
暫再

63歳

62歳

61歳

令和10年
（2028）

63歳

65歳
（65歳）

65歳
暫再

64歳
暫再

63歳
定年
退職

62歳

61歳

60歳

令和９年
（2027）

63歳

65歳
（65歳）

65歳
暫再
⑤

64歳
暫再

63歳
暫再

62歳

61歳

60歳

59歳

令和８年
（2026）

62歳

65歳
（64歳）

65歳
暫再
⑤
64歳
暫再
④

63歳
暫再

62歳
定年
退職

61歳

60歳

59歳

58歳

令和７年
（2025）

62歳

65歳
（64歳）

65歳
暫再
⑤
64歳
暫再
④
63歳
暫再
③

62歳
暫再

61歳

60歳

59歳

58歳

57歳

令和６年
（2024）

61歳

65歳
（63歳）

65歳
暫再
⑤
64歳
暫再
④
63歳
暫再
③
62歳
暫再
②
61歳
定年
退職

60歳

59歳

58歳

57歳

56歳

令和５年
（2023）

61歳

65歳
（63歳）

65歳
暫再
⑤
64歳
暫再
④
63歳
暫再
③
62歳
暫再
②
61歳
暫再
①

60歳

59歳

58歳

57歳

56歳

55歳

令和４年
（2022）

60歳

65歳
（62歳）

65歳
再任用
⑤
64歳
再任用
④
63歳
再任用
③
62歳
再任用
②
61歳
再任用
①
60歳
定年
退職

59歳

58歳

57歳

56歳

55歳

54歳

令和３年
（2021）

60歳

65歳
（62歳）

65歳※2
再任用
⑤
64歳
再任用
④
63歳
再任用
③
62歳
再任用
②
61歳
再任用
①
60歳
定年
退職

59歳

58歳

57歳

56歳

55歳

54歳

53歳

年度

定年

参考）各年度で60歳
になる者が年金を
支給され始める年齢※1

昭和31年4月2日～　
　昭和32年4月1日

昭和32年4月2日～
　昭和33年4月1日

昭和33年4月2日～
　昭和34年4月1日

昭和34年4月2日～
　昭和35年4月1日

昭和35年4月2日～
　昭和36年4月1日

昭和36年4月2日～
　昭和37年4月1日

昭和37年4月2日～
　昭和38年4月1日

昭和38年4月2日～
　昭和39年4月1日

昭和39年4月2日～
　昭和40年4月1日

昭和40年4月2日～
　昭和41年4月1日

昭和41年4月2日～
　昭和42年4月1日

昭和42年4月2日～
　昭和43年4月1日

昭和43年4月2日～
　昭和44年4月1日

※１　カッコ内は特定警察職員等における年金支給開始年齢を示したもの
※２　年齢は年度末年齢

【表】 定年の段階的引上げ

【改正附則】§8 ①・②（暫定再任用へ採用されたものと見なし任期を継承）

60 歳の誕生日以後は、
定年前再任用短時間勤務が可能

【新地公法】§22 の 4　【改正附則】§3 ①

「暫定再任用職員」
【改正附則】
§4 ②・③（フル） 
§5 ③・④（組合・フル） 
§6 ②（短） 
§7 ③・④（組合・短）

「暫定再任用職員」
【改正附則】
§4 ①・③（フル） 
§5 ①・②（組合・フル） 
§6 ①（短） 
§7 ①・②（組合・短）

「旧地方公務員法再任用職員」
【旧地公法】§28 の 4（フル）　§28 の 5（短）　§28 の 6（組合・フル短）


